
 

(1) 

Ｚ―70―Ｅ 〔第一問〕 相続税法 解答速報 

問 1 の解答は 1 枚目から 3 枚目の所定の箇所に、 
 問 2 の解答は 4 枚目から 5 枚目に記入しなさい。 

問 1 ⑴ 

Ａが小規模宅地等の特例を適用するための手続➌ 

小規模宅地等の特例の規定は、税務署長がやむを得ない事情があると認める場合を除き、 

相続税の期限内申告書（期限後申告書及び修正申告書を含む。）に、この規定の適用を受けよう 

とする旨を記載し、計算の明細書その他一定の書類の添付がある場合に限り、適用する。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 

(2) 

問 1 ⑵ 

① 特別寄与料に係る規定が設けられている理由➌    

改正前の民法の規定では、相続人以外の者が被相続人の療養看護に努め、被相続人の財産 

の維持に貢献した場合であっても、相続人でないことから遺産分割協議において分配を請求 

することはできず、何ら財産を取得することはできなかったため、療養看護を一切行わなかった 

相続人が遺産を取得できるのに対し、療養看護をした相続人以外の者が何ら遺産を取得できない 

のは不公平であったことから、相続人以外の者の貢献を考慮するための方策として特別寄与料 

の規定が設けられている。 

② Ｄの相続税の課税価格及び税額の計算と申告手続について 

イ 相続税の課税価格（みなし遺贈）➍ 

特別寄与者が支払を受けるべき特別寄与料の額が確定した場合においては、その特別 

寄与者が、その特別寄与料の額に相当する金額をその特別寄与者による特別の寄与を受けた 

被相続人から遺贈により取得したものとみなす。 

ロ 相続税の税額（相続税額の２割加算）➍    

相続又は遺贈により財産を取得した者が被相続人の一親等の血族（代襲して相続人となった 

その被相続人の直系卑属を含む。）及び配偶者以外の者である場合においては、その者に係る 

相続税額は、算出相続税額にその
20

100
 に相当する金額を加算した金額とする。 

ハ 申告手続（相続税の期限内申告）➍ 

特別寄与者が支払を受けるべき特別寄与料の額が確定したことにより、新たに期限内申告書 

を提出すべき要件に該当することとなった者は、その事由が生じたことを知った日の翌日から 

10月以内（その者が納税管理人の届出をしないでその期間内に法施行地に住所及び居所を有し 

ないこととなるときは、その住所及び居所を有しないこととなる日まで。）に期限内申告書を 

納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 
 



 

(3) 

問 1 ⑶ 

① Ｂ及びＣの取ることができる申告等の手続（相続税の更正の請求）➐ 

相続税について申告書を提出した者は、次のいずれかの事由によりその申告に係る課税価格 

及び相続税額が過大となったときは、それぞれの事由が生じたことを知った日の翌日から４月 

以内に限り、納税地の所轄税務署長に対し、更正の請求をすることができる。 

イ 未分割遺産に対する課税の規定により分割されていない財産について民法（寄与分を除く。） 

の規定による相続分又は包括遺贈の割合に従って課税価格が計算されていた場合において、 

その後その財産の分割が行われ、共同相続人又は包括受遺者がその分割により取得した財産 

に係る課税価格がその相続分又は包括遺贈の割合に従って計算された課税価格と異なること 

となったこと。     

ロ 特別寄与者が支払を受けるべき特別寄与料の額が確定したこと。 

② Ｂ及びＣの課税価格の計算（債務控除）➎ 

   特別寄与者が支払を受けるべき特別寄与料の額がその特別寄与者に係る課税価格に算入 

される場合においては、その特別寄与料を支払うべき相続人が相続又は遺贈により取得した 

財産及び相続時精算課税適用財産については、その相続人に係る課税価格に算入すべき価額は、 

その財産の価額からその特別寄与料の額のうちその者の負担に属する部分の金額を控除した 

金額による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

(4) 

問 2 

代物弁済が行われたことにより、贈与税の課税が問題となる場合については、以下のとおり 

である。 

 ⑴ 土地Ｚの価額が金銭債権の残額を超える場合➍ 

   土地Ｚの価額と金銭債権の残額との差額に相当する金額は、債務者Ｙから債権者Ｘへ経済 

 的利益の移転があったものとし、その金額については低額譲受益として贈与税が生じる。 

  ① 関連する条文➍ 

   著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合においては、その財産の譲渡があった 

時において、その財産の譲渡を受けた者が、その対価とその譲渡があった時におけるその 

財産の時価との差額に相当する金額をその財産を譲渡した者から贈与（その財産の譲渡が 

遺言によりなされた場合には、遺贈）により取得したものとみなす。 

  ② 趣 旨➋ 

   低額譲渡があった場合における財産の時価と対価との差額は、実質的な贈与と言える 

   ため、課税の公平の見地から、贈与又は遺贈とみなして課税することとしている。 

⑵ 土地Ｚの価額が金銭債権の残額に満たない場合➍ 

   土地Ｚの価額と金銭債権の残額との差額に相当する金額は、債権者Ｘから債務者Ｙへ経済 

 的利益の移転があったものとし、その金額については債務免除益として贈与税が生じる。 

① 関連する条文➍ 

  対価を支払わないで、又は著しく低い価額の対価で債務の免除、引受け又は第三者のため 

にする債務の弁済（以下「債務の免除等」という。）による利益を受けた場合においては、 

その債務の免除等があった時において、その債務の免除等による利益を受けた者が、その 

債務の免除等に係る債務の金額に相当する金額をその債務の免除等をした者から贈与 

（その債務の免除等が遺言によりなされた場合には、遺贈）により取得したものとみなす。 

  ② 趣 旨➋ 

   債務の免除等があった場合におけるその免除等により受けた利益の額は、実質的な贈与 

   と言えるため、課税の公平の見地から、贈与又は遺贈とみなして課税することとしている。 

 

 



 

(5) 

問 2（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



Ｚ－70－Ｅ 〔第二問〕 相続税法 解答速報 
 

 (6)  

 

１ 各相続人等の相続税の課税価格の計算 

⑴  遺贈により取得した個々の財産の価額の計算                    (単位：円) 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算 
入される金額 

計    算    過    程 

宅地Ｈ 配偶者乙 98,592,000➊ (400,000×1.00＋360,000×1.00×0.03)×300㎡＝123,240,000 

   ①Ｉ部分 123,240,000×
150㎡

300㎡
×0.6＝36,972,000➊ 

   ②Ｊ部分 123,240,000×
150㎡

300㎡
＝61,620,000 

   ③ ①＋②＝98,592,000 

    

    

    

    

    

    

    

家屋Ｌ 配偶者乙 10,000,000 10,000,000×1.0＝10,000,000 

    

    

宅地Ｍ 孫Ｆ 60,729,200➊ ① 350,000×※１1.00×※２0.92×230㎡＝74,060,000 

   ② 74,060,000×(１－0.6×0.3)＝60,729,200 

 
  

※１ 
230㎡

14ｍ
＝16.42…ｍ＜20ｍ ∴ 16.42…ｍ → 1.00 

 
  

※２ 
360㎡－230㎡

18ｍ×20ｍ(＝360㎡)
＝36.11…％ ∴ 0.92➊ 

    

    

    

家屋Ｎ 孫Ｆ 5,440,000 8,000,000×1.0×(１－0.3)＝5,600,000➊ 

   5,600,000－※160,000➊＝5,440,000 

   ※ 預かり保証金 

    
  



(7) 

⑴  遺贈により取得した個々の財産の価額の計算（続き）                (単位：円) 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算 
入される金額 

計    算    過    程 

宅地Ｑ 養子Ｄ 100,881,000➊ (300,000×1.00＋300,000×0.95×0.02)×330㎡＝100,881,000 

 
  

①１Ｆ 100,881,000×
※165㎡

 330㎡
＝50,440,500 

 
  

②２Ｆ 100,881,000×
※165㎡

 330㎡
＝50,440,500➊ 

 
  

※ 330㎡×
120㎡

120㎡＋120㎡
＝165㎡ 

   ③ ①＋②＝100,881,000 

    

家屋Ｒ 養子Ｄ 12,000,000➊ 12,000,000×1.0＝12,000,000 

 
 

 ①１Ｆ 12,000,000×
120㎡

120㎡＋120㎡
＝6,000,000 

 
 

 ②２Ｆ 12,000,000×
120㎡

120㎡＋120㎡
＝6,000,000 

   ③ ①＋②＝12,000,000 

宅地Ｓ 次男Ｃ 65,600,000➊ 82,000,000×
80

100
＝65,600,000 

      

     

    

    

    

    

Ｔ社株式 配偶者乙 8,962,800➊ ＜評価方法の判定＞ 

 次男Ｃ 720,000➊ 
乙11個＋Ｃ４個＋Ｇ21個＋丁２個

100個
＝38％≧30％ ∴ 同族株主等 

   
乙11個

100個
＝11％≧５％ ∴ 原則的評価方式➊ 

   
Ｃ４個

100個
＝４％＜５％、役員でない 

   
Ｃ４個＋乙11個＋丁２個

100個
＝17％＜25％  

   
丁２個＋乙11個＋Ｃ４個＋Ｇ21個

100個
＝38％≧25％ 

   ∴ 他に中心的な同族株主(丁)がいるため配当還元方式➊ 

    

    

    

    
 



(8) 

⑴  遺贈により取得した個々の財産の価額の計算（続き）                (単位：円) 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算 
入される金額 

計    算    過    程 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   ＜１株当たりの価額の計算＞ 

   ① 原則的評価方式 

   3,452－100➊＝3,352 

     3,352×※１0.75＋※２6,240×(１－0.75)＝4,074 

     ※１ 0.6＜0.75 ∴ 0.75➊ 

 
  

  ※２ 7,800×
80

100
＝6,240➊ 

     乙 4,074×2,200株＝8,962,800  

   ② 配当還元方式 

 
  10,000,000

50
＝200,000株、

10,000,000

20,000株
＝500 

 
  

   
※９

10％
×

500

50
＝900＜4,074➊ ∴ 900 

 
  

  ※ 
(1,800,000－200,000＋2,000,000)÷２

200,000株
＝９≧2.5 ∴ ９➊ 

     Ｃ 900×800株＝720,000   

    

    

    

    

 



(9) 

⑴  遺贈により取得した個々の財産の価額の計算（続き）                (単位：円) 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算 
入される金額 

計    算    過    程 

    

    

    

     

    

    

    

    

    

    

貸付金 配偶者乙 16,115,200➊ 16,000,000＋16,000,000×1.2％×
219日

365日
＝16,115,200 

    

    

    

宅地Ｖ 配偶者乙 ― 譲渡担保は評価しない➊ 

    

    

    

    

    

    

Ｗ社株式 長女Ｂ 15,160,000➊ 772、640×(１＋0.2)－50×0.2＝758、770、777 ∴ 758  

   758×20,000株＝15,160,000 

    

    

    

    

    
 

 

 

 



(10) 

⑴  遺贈により取得した個々の財産の価額の計算（続き）                (単位：円) 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算 
入される金額 

計    算    過    程 

(     )    

    

    

    

    

Ｘ社転換社債 長女Ｂ 20,030,000➊ ※1,188≦1,250 

   ※ 1,280、1,300、1,230、1,188 ∴ 1,188 

 
 

 100＋100×0.50％×
146日

365日
×(１－20.315％)＝100.15(銭未満切捨) 

 
 

 100.15×
20,000,000

100
＝20,030,000 

    

    

    

    

    

    

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(11) 

⑵ 小規模宅地等の特例の計算                                  (単位：円) 

  ① 減額単価（対象宅地等及び減額割合➊） 

宅地Ｈ  
○居 (乙) 

36,972,000

150㎡
×80％＝197,184   →３順位 

(Ｉ部分) 

宅地Ｈ  
○居 (乙) 

61,620,000

150㎡
×80％＝328,640   →１順位 

(Ｊ部分) 

    宅地Ｑ ○事 (Ｄ) 
50,440,500

165㎡
×80％＝244,560   →２順位 

  ② 有利選択 

    乙取得の特定居住用宅地等300㎡、Ｄ取得の特定事業用宅地等165㎡を選択（完全併用）➊ 

  ③ 減額計算 

    宅地Ｈ 197,184×150㎡＋328,640×150㎡＝78,873,600 

宅地Ｑ 244,560×165㎡＝40,352,400 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特 例 適 用 対 象 財 産 取 得 者    課税価格から減額される金額 (単位：円) 

宅地Ｈ 配偶者乙 78,873,600➊ 

宅地Ｑ 養子Ｄ 40,352,400➊ 

   

   

   

   

  



(12) 

⑶ 分割財産の価額の計算                                    (単位：円) 

   160,000,000－※１3,000,000＋※２80,000＝157,080,000➊ 

   ※１ 墓地は相続税の非課税 

   ※２ 未収家賃 

乙 

157,080,000× 

１

２
 ＝78,540,000 

Ｃ 
１

２
×
１

４
 ＝19,635,000 

Ｄ 
１

２
×
１

４
＋
１

２
×
１

４
 ＝39,270,000 

Ｅ 
１

２
×
１

４
 ＝19,635,000 

                        ➊ 

 

 

 

  

⑷ 課税価格から控除すべき債務及び葬式費用                            (単位：円) 

債務及び葬式費用 負 担 者 金 額 計    算    過    程 

債 務 配偶者乙 △ 3,000,000 3,160,000－※160,000➊＝3,000,000 

   ※ 預かり保証金（負担付遺贈） 

    

    

葬式費用 配偶者乙 △ 1,000,000   

 長女Ｂ △ 1,000,000➊ 3,000,000÷３＝1,000,000 

 次男Ｃ △ 1,000,000   

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(13) 

⑸ 相続又は遺贈によるみなし取得財産の価額の計算                        (単位：円) 

財 産 の 種 類 取 得 者 
課税価格に算 
入される金額 

計    算    過    程 

生命保険金等 配偶者乙 15,080,000➊ 15,000,000＋※80,000＝15,080,000 

   ※ 前納保険料 

 次男Ｃ 17,000,000➊ 20,000,000－※3,000,000＝17,000,000 

   ※ 契約者貸付金 

 長女Ｂ 3,000,000➊  

同上の非課税金額 配偶者乙 △11,751,870 ① 5,000,000×５人＝25,000,000➊ 

 次男Ｃ △13,248,130 ② 15,080,000＋17,000,000＝32,080,000 

   ③ ①＜② ∴ 25,000,000 

   乙 

25,000,000× 

15,080,000

32,080,000
＝11,751,870 

   Ｃ 
17,000,000

32,080,000
＝13,248,130  (算式➊) 

   Ｂは相続人でないため適用なし 

    

( 
生命保険契約 

) 養子Ｄ 2,000,000➊ 3,000,000×
２

３
＝2,000,000 

に関する権利 

    

    

    

    

(        
保証期間付定期金 

) 次男Ｃ 3,716,250➊ ① 7,000,000  
に関する権利 

   ② 1,500,000×4.955＝7,432,500 

   ③ ①＜② ∴ 7,432,500➊ 

   7,432,500×
１

２
＝3,716,250 

    

(        
結婚・子育て資金 

) 養子Ｅ 2,880,000➊ (10,000,000－2,800,000)×
4,000,000

4,000,000＋6,000,000
＝2,880,000 

に係る管理残額 

    

    

    

    

  



(14) 

⑹ 課税価格に加算する贈与財産(暦年贈与財産)価額の計算                     (単位：円) 

贈 与 年 分 受 贈 者 
加算される贈 

与財産価額 
計    算    過    程 

平成27年 養子Ｅ ― 相続開始前３年超の贈与財産のため加算なし 

平成30年 長女Ｂ 2,000,000➊  

    

    

    

⑺ 各相続人等の課税価格の計算                                                   (単位：円) 

相続人等 

区 分 
配偶者乙 次男Ｃ 養子Ｄ 養子Ｅ 長女Ｂ 孫Ｆ 

遺贈による取得財産 54,796,400 66,320,000 72,528,600  35,190,000 66,169,200 

分割財産 78,540,000 19,635,000 39,270,000 19,635,000   

みなし取得財産 3,328,130 7,468,120 2,000,000 2,880,000 3,000,000  

債務 

・ 

葬式費用 

債務 △3,000,000      

葬式費用 △1,000,000 △1,000,000   △1,000,000  

生前贈与財産の 

加算額 
   ― 2,000,000  

課税価格 

(千円未満切捨て) 
132,664,000 92,423,000 113,798,000 22,515,000 39,190,000 66,169,000 

  

 

 

 

 

 



(15) 

２ 納付すべき相続税額の計算 

⑴ 相続税の総額の計算                                (単位：円) 

課税価格の合計額 遺産に係る基礎控除額 課税遺産額 

466,759 千円 30,000＋6,000×５人＝60,000➊ 千円 406,759 千円 

法 定 相 続 人 法 定 相 続 分 法定相続分に応ずる取得金額 相続税の基となる税額 

配偶者乙 
１

２
 203,379 64,520,550 

長女Ｂ 
１

２
×
１

５
  40,675 6,135,000 

次男Ｃ 
１

２
×
１

５
  40,675 6,135,000 

養子Ｄ 
１

２
×
１

５
＋
１

２
×
１

５
  81,351 17,405,300 

養子Ｅ 
１

２
×
１

５
 ➊          40,675 6,135,000 

合 計 ５人 １  

(100円未満切捨て) 

100,330,800円 

 

⑵ 各相続人等の納付すべき相続税額の計算                       (単位：円) 

相続人等 

区 分 
配偶者乙 次男Ｃ 養子Ｄ 養子Ｅ 長女Ｂ 孫Ｆ 

算出税額 28,516,397 19,866,512 24,461,112 4,839,645 8,423,970 14,223,161 

加

算

又

は

減

算 

相続税額の 

２割加算額 
 

 
 844,116  2,844,632 

贈与税額控除額 

(暦年課税分) 
 
 

  △  194,000  

配偶者の 

税額軽減額 
△ 28,516,397 

 
    

未成年者控除  △  300,000     

障害者控除  
 

  △ 7,360,000  

納付税額 

(百円未満切捨て) 
0 19,566,500 24,461,100 5,683,700 869,900 17,067,700 

(注) 相続税額の２割加算額及び控除額の計算過程は次の⑶に記載する。 

 

 

 



(16) 

⑶ 相続税額の２割加算額及び控除額の計算                      (単位：円) 

加算及び控除項目 対 象 者 金 額 計    算    過    程 

相続税額の２割 

加算額 

養子Ｅ 844,116 (4,839,645－※619,061)×
20

100
＝844,116 （算式➊） 

  ※ 4,839,645×
2,880,000

22,515,000
＝619,061 

孫Ｆ 2,844,632 14,223,161×
20

100
＝2,844,632 

➊   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

贈与税額控除額 

(暦年課税分) 

長女Ｂ △ 194,000 (2,000,000＋23,000,000－※20,000,000－1,100,000)×15％ 

  －100,000＝485,000 

  ※ 23,000,000≧20,000,000 ∴ 20,000,000 

   485,000×
2,000,000

2,000,000＋23,000,000－20,000,000
＝194,000➊ 
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⑶ 相続税額の２割加算額及び控除額の計算（続き）                  (単位：円) 

加算及び控除項目 対 象 者 金 額 計    算    過    程 

配偶者の税額軽 

減額 

配偶者乙 △ 28,516,397 ① 28,516,397 

  ②イ 466,759,000×
１

２
＝233,379,500≧160,000,000 

     ∴ 233,379,500 

  ロ 132,664,000 

  ハ イ＞ロ ∴ 132,664,000 

  ニ 
100,330,800×ハ

466,759,000
＝28,516,397 

  ③ ①≦②ニ ∴ 28,516,397 （算式➊） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

未成年者控除額 

 

次男Ｃ △ 300,000 100,000×(20歳－17歳)＝300,000 

孫Ｆ ―― 法定相続人でないため適用なし➊ 
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⑶ 相続税額の２割加算額及び控除額の計算（続き）                   (単位：円) 

加算及び控除項目 対 象 者 金 額 計    算    過    程 

障害者控除額 長女Ｂ △ 7,360,000 ① 200,000×(85歳－45歳)＝8,000,000➊ 

  ② ①＋100,000×※１20年－※２2,640,000＝7,360,000 

  ※１ Ｈ12.10.22～Ｒ2.6.1 19年７月 → 20年  

  ※２ 60,000×(70歳－26歳)＝2,640,000 

  ③ ①＞② ∴ 7,360,000➊ 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 



 

第70回 税理士試験 相続税法 講評 
 

第一問 

問１  ｢特別寄与者に対する特別寄与料｣をメインテーマとした事例形式の出題でした。前回までの 

試験同様、改正項目を重視した出題であったこともあり、大半の受験生が準備をしていた論点 

  であったため、メインテーマについてどれだけ記述できたかが、合否分ける大きなポイントと 

 なりそうです。ネットスクールにおいては、直前答練（ラストスパート模試）でも同テーマに 

ついて出題していたことから、問の⑵及び⑶で８割程度の得点を期待したいところです。 

また、⑴では小規模宅地等の特例の適用手続に該当する理論集から解答を作成いたしましたが、 

期限内申告書の共同提出時において｢申告期限後３年以内の分割見込書」の提出が要件にもなり

ますので、その部分まで触れることができればより良い解答とはなりますが、その記述がなく

ても合格点を確保できると考えられます。なお、解答時間の目安は30分～35分程度です。 

問２  ｢みなし贈与｣の課税をテーマとした事例形式の出題でした。代物弁済という民法の改正事項

と絡ませた出題であったことも特徴と言えますが、問題文中の表現｢土地Ｚの譲渡｣や｢金銭債権

を消滅｣というキーワードから、低額譲受益や債務免除益のみなし贈与規定について当たりを付 

けることができた受験生もいたと思われます。ただし、贈与税の課税が問題となる場合につい

ての説明において、これら両方の課税上の問題を列挙し、関連条文及びその趣旨を完答するの

は難しいと思われますので、いずれか一方、さらには、作文に近い形で説明をできていれば、

十分合格点を確保できると考えられます。なお、解答時間の目安は15分～20分程度です。 

 

第二問 

全体的にボリュームが多く、しっかりとした問題の読み取りが必要だったため、解きにくいと

いう印象を受ける計算問題でした。解答時間の目安は75分程度ですが、理論の解答時間とのバラ

ンスを考えると最終納付税額まで求められているかどうかがポイントとなるでしょう。 

なお、主要項目の難易度を示すと、以下のとおりです。【◎得点すべき⇔△間違えてもOK】 

財産評価 

宅地Ｈ・家屋Ｌ／

〇 

宅地Ｍ・家屋Ｎ／

〇 

宅地Ｑ・家屋Ｒ／

◎ 
宅地Ｓ／◎ 

Ｔ社株式／〇 
貸付金・宅地Ｖ／

△ 
Ｗ社株式／◎ Ｘ社転換社債／△ 

その他 

分割財産／◎ 債務控除／◎ 生命保険金／◎ 生保権利等／〇 

管理残額／△ 生前贈与加算／◎ 
法定相続人の数／

◎ 
２割加算／△ 

贈与税額控除／

〇 
配偶者税額軽減／◎ 

未成年者控除／◎ 障害者控除／△ 

 

  



 

 

合格ボーダーライン 

以下、合格ボーダーライン及び【合格確実ライン】の予想点です。 

第一問（理論 50 点） 第二問 

（計算 50 点） 
合 計 

問１／30 点 問２／20 点 

20点【26点】 8点【12点】 35点【42点】 63点【80点】 
 


